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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第９期

第１四半期累計期間
第10期

第１四半期累計期間
第９期

会計期間
自2022年10月１日
至2022年12月31日

自2023年10月１日
至2023年12月31日

自2022年10月１日
至2023年９月30日

売上高 （千円） 205,199 304,820 1,453,440

経常利益又は経常損失（△） （千円） △75,707 1,466 176,556

当期純利益又は四半期純損失

（△）
（千円） △54,368 △1,496 108,935

持分法を適用した場合の投資損失

（△）
（千円） △1,372 △1,099 △2,770

資本金 （千円） 310,710 310,710 310,710

発行済株式総数 （株） 3,148,900 3,148,900 3,148,900

純資産額 （千円） 1,375,507 1,523,585 1,540,612

総資産額 （千円） 1,497,091 1,662,470 1,811,381

１株当たり当期純利益又は１株当

たり四半期純損失（△）
（円） △17.27 △0.48 34.60

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 5.00

自己資本比率 （％） 91.9 91.6 85.1

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．第９期第１四半期累計期間及び第10期第１四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第９期の潜

在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

２【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会

社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）経営成績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、個人消費においては、円安による物価高が続いたことによる購買

意欲の縮小傾向がある反面、インバウンド需要の回復、雇用の緩やかな改善、賃金増加ペースが高まるなど、緩や

かに回復傾向にあります。また、法人の設備投資意欲は継続して高い傾向にあるものの、材料価格や労務費の高騰

や、為替変動リスク等世界経済の変化を受けその意欲が減退することも予測されます。

Ｍ＆Ａ業界におきましては、帝国データバンクの「後継者不在率」動向調査（2023年12月）によると中小企業の

経営者後継者不在率は過去最低の53.9％と改善傾向が続いており、経営者の後継者問題に対する意識改革は確実に

成果を上げている状況となっております。

中小企業庁は、2021年４月に経営資源の散逸の回避、生産性向上等の実現、リスクやコストを抑えた創業を目的

に「中小Ｍ＆Ａ推進計画」を策定し中小Ｍ＆Ａを推進したものの、急激に増加したＭ＆Ａ専門業者に対し、支援の

質が十分であるとはいえない、手数料がわかりにくい等の課題が露わになったことから、2023年９月に「中小Ｍ＆

Ａガイドライン（第２版）」を策定し、ここにおいてＭ＆Ａ仲介業者にかかる行動指針を示し適切な支援を実現す

ることを強く求めております。これを受け、当社も理事を務めるＭ＆Ａ自主規制団体である一般社団法人Ｍ＆Ａ仲

介協会においては2023年12月に「倫理規程」、「コンプライアンス規程」、「広告・営業規程」、「契約重要事項

説明規程」を定め、業界の健全な発展を図っております。

当社においては、従前より「重要事項説明書」により契約にかかる重要事項を明記し説明することを徹底してお

り、お客様が適切な判断のもと意思決定できるよう取り組んでおります。

また、営業活動においては既存の提携先においては提携先職員を交えた検討会による潜在ニーズの探索や、医療

業界等といった特殊で高難易度案件の連携を強化し、受託に繋げております。また、大阪オフィス・静岡オフィス

の各拠点を開設したことで機動的な対応が可能となったことから各エリアにおいても新規提携先開拓につながって

おります。

当社の経営状況は、当第１四半期累計期間において計19件（前年同期18件）の案件が成約し、売上高304,820千

円（前年同期比48.5％増）となりました。売上高が増加したことにより、営業利益2,078千円（前年同期は営業損

失76,039千円）、経常利益1,466千円（前年同期は経常損失75,707千円）、四半期純損失1,496千円（前年同期は四

半期純損失54,368千円）となりました。

なお、当社はＭ＆Ａ仲介事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの記載はしておりません。

 

(2）財政状態の分析

　当第１四半期会計期間末における財政状態は、総資産1,662,470千円、負債138,884千円、純資産1,523,585千円

であり、自己資本比率は91.6％（前事業年度末は85.1％）となりました。財政状態の状況と、その要因は下記のと

おりであります。

 

（資産の部）

　流動資産につきましては、前事業年度末に比べ168,345千円減少し、1,215,012千円となりました。これは主と

して、現金及び預金が272,359千円減少し、売掛金が102,732千円増加したことによるものであります。

 

　固定資産につきましては、前事業年度末に比べ19,433千円増加し、447,457千円となりました。これは主とし

て、投資有価証券が25,304千円増加したことによるものであります。

 

（負債の部）

　流動負債につきましては、前事業年度末に比べ131,884千円減少し、138,884千円となりました。これは主とし

て、未払費用が80,051千円、買掛金が45,283千円減少したことによるものであります。

 

（純資産の部）

　純資産につきましては、前事業年度末に比べ17,027千円減少し、1,523,585千円となりました。これは主とし

て、利益剰余金が17,238千円減少したことによるものであります。
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(3）経営方針・経営戦略等

　当第１四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第１四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあり

ません。

 

(5）研究開発活動

　該当事項はありません。

 
 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 10,400,000

計 10,400,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2023年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2024年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 3,148,900 3,148,900
名古屋証券取引所

メイン市場

完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であります。

なお、単元株式数は100

株であります。

計 3,148,900 3,148,900 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2023年10月１日～

2023年12月31日
－ 3,148,900 － 310,710 － 270,710

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(2023年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

    2023年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,147,800 31,478

完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であります。

なお、単元株式数は100

株であります。

単元未満株式 普通株式 700 － －

発行済株式総数  3,148,900 － －

総株主の議決権  － 31,478 －

(注)「単元未満株式」には当社所有の自己株式11株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2023年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

名南Ｍ＆Ａ株式会社

名古屋市中村区名駅

一丁目１番１号

ＪＰタワー名古屋

400 － 400 0.01

計 － 400 － 400 0.01

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（2023年10月１日から2023年12

月31日まで）及び第１四半期累計期間（2023年10月１日から2023年12月31日まで）に係る四半期財務諸表について、

有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

　四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(2023年９月30日)
当第１四半期会計期間
(2023年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,353,510 1,081,150

売掛金 3,300 106,032

貯蔵品 1,742 1,757

その他 24,804 26,072

流動資産合計 1,383,357 1,215,012

固定資産   

有形固定資産 38,126 38,429

無形固定資産 11,855 10,983

投資その他の資産   

投資有価証券 120,210 145,515

関係会社株式 1,000 1,000

その他の関係会社有価証券 42,229 41,129

金銭の信託 100,000 100,000

差入保証金 74,408 72,566

繰延税金資産 40,192 37,833

投資その他の資産合計 378,041 398,044

固定資産合計 428,023 447,457

資産合計 1,811,381 1,662,470

負債の部   

流動負債   

買掛金 52,752 7,469

未払費用 133,222 53,170

契約負債 5,500 6,820

未払法人税等 40,184 1,981

未払消費税等 7,904 14,867

預り金 12,438 24,806

賞与引当金 18,680 29,008

その他 86 761

流動負債合計 270,768 138,884

負債合計 270,768 138,884

純資産の部   

株主資本   

資本金 310,710 310,710

資本剰余金 276,880 276,880

利益剰余金 950,915 933,677

自己株式 △1,180 △1,180

株主資本合計 1,537,325 1,520,086

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 3,286 3,498

評価・換算差額等合計 3,286 3,498

純資産合計 1,540,612 1,523,585

負債純資産合計 1,811,381 1,662,470
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期累計期間
(自　2022年10月１日
　至　2022年12月31日)

 当第１四半期累計期間
(自　2023年10月１日
　至　2023年12月31日)

売上高 205,199 304,820

売上原価 172,258 177,007

売上総利益 32,940 127,813

販売費及び一般管理費 108,979 125,734

営業利益又は営業損失（△） △76,039 2,078

営業外収益   

受取利息及び配当金 21 160

受取手数料 304 300

雑収入 6 27

営業外収益合計 332 487

営業外費用   

投資事業組合運用損 － 1,099

営業外費用合計 － 1,099

経常利益又は経常損失（△） △75,707 1,466

特別損失   

固定資産除却損 － 418

特別損失合計 － 418

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △75,707 1,047

法人税、住民税及び事業税 256 277

法人税等調整額 △21,595 2,265

法人税等合計 △21,338 2,543

四半期純損失（△） △54,368 △1,496
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【注記事項】

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　2022年10月１日
至　2022年12月31日）

当第１四半期累計期間
（自　2023年10月１日
至　2023年12月31日）

減価償却費 2,407千円 2,774千円

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自 2022年10月１日　至 2022年12月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2022年12月23日

定時株主総会
普通株式 15,742 5.00 2022年９月30日 2022年12月26日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自 2023年10月１日　至 2023年12月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2023年12月22日

定時株主総会
普通株式 15,742 5.00 2023年９月30日 2023年12月25日 利益剰余金

 

 

（持分法損益等）

 
前事業年度

（2023年９月30日）
当第１四半期会計期間
（2023年12月31日）

関連会社に対する投資の金額 45,000千円 45,000千円

持分法を適用した場合の投資の金額 42,229千円 41,129千円

 

 
前第１四半期累計期間
（自　2022年10月１日
至　2022年12月31日）

当第１四半期累計期間
（自　2023年10月１日
至　2023年12月31日）

持分法を適用した場合の投資損失（△）の金額 △1,372千円 △1,099千円

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は、Ｍ＆Ａ仲介事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社の事業セグメントは、Ｍ＆Ａ仲介事業の単一セグメントであり、顧客との契約から生じた収益を分解した

情報は、以下のとおりです。

(単位：千円）
 

 

前第１四半期累計期間

（自　2022年10月１日

　至　2022年12月31日）

当第１四半期累計期間

（自　2023年10月１日

　至　2023年12月31日）

Ｍ＆Ａ仲介事業 203,902 296,166

その他 1,297 8,653

顧客との契約から生じる収益 205,199 304,820

その他の収益 － －

外部顧客への売上高 205,199 304,820

 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　2022年10月１日
至　2022年12月31日）

当第１四半期累計期間
（自　2023年10月１日
至　2023年12月31日）

１株当たり四半期純損失（△）（円） △17.27 △0.48

（算定上の基礎）   

四半期純損失（△）（千円） △54,368 △1,496

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）

（千円）
△54,368 △1,496

普通株式の期中平均株式数（株） 3,148,489 3,148,489

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2024年２月13日

名南Ｍ＆Ａ株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

　名古屋事務所

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 大橋　敦司

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 馬渕　宣考

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている名南Ｍ＆Ａ株式

会社の2023年10月１日から2024年９月30日までの第10期事業年度の第１四半期会計期間（2023年10月１日から2023年12月

31日まで）及び第１四半期累計期間（2023年10月１日から2023年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半

期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、名南Ｍ＆Ａ株式会社の2023年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかっ

た。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人

としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断してい

る。

 

四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する

事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認めら
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れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期財務

諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でない場合は、

四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四半期レ

ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく

なる可能性がある。

・四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠

していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表示、構

成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められ

ないかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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